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※１　1.57 ショック ･･･ 人口を維持するため 2.08 程度必要とされている合計特殊出生率が ｢ひのえうま ｣の年
　　　ということで特に低くなった昭和 41年の 1.58 をさらに下回る 1.57 となった衝撃を表す言葉。

子
ど
も･

子
育
て
支
援
新
制
度

特
集

　
子
ど
も
は
私
た
ち
社
会
の
希
望
で
あ
り
、

未
来
を
創
る
力
で
す
。

　
誰
も
が
子
ど
も
を
生
み
、
育
む
と
い
う
希

望
が
持
て
る
社
会
、
そ
し
て
、
そ
れ
を
か
な

え
る
社
会
を
築
い
て
い
く
こ
と
は
、
少
子
化

が
進
む
な
か
で
、
も
っ
と
も
大
切
な
課
題
の

ひ
と
つ
で
す
。

　
最
近
、
都
市
部
で
は
「
働
き
た
い
け
ど
、

子
ど
も
を
預
け
る
保
育
所
が
少
な
い
」
と

い
っ
た
保
育
所
入
所
待
機
児
童
問
題
が

ニ
ュ
ー
ス
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
子
ど
も
の
数
の
減
少
に
よ
り
、
身

近
な
保
育
所
が
な
く
な
る
な
ど
の
地
域
が
あ

り
、
保
育
環
境
の
整
備
や
子
育
て
支
援
の
充

実
が
社
会
的
に
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
い
ま
国
は
新
し
い
制
度
を
取
り
入
れ
、
子

育
て
支
援
を
充
実
し
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

　
今
月
は
、
平
成
24
年
８
月
に
成
立
し
た
、

子
ど
も
・
子
育
て
関
連
３
法
に
基
づ
く
「
子

ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
」
の
あ
ら
ま
し

を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

子
ど
も
が
輝
き
を
増
す
た
め
の
新
た
な
仕
組
み

連
３
法
」
を
制
定
し
ま
し
た
。　
　

　

そ
し
て
、
今
年
度
か
ら
、
国
の
子
ど
も
・
子
育
て
会
議

で
の
議
論
な
ど
を
経
て
、
早
け
れ
ば
平
成
27
年
の
４
月
に

は
、
こ
れ
ら
の
法
律
に
基
づ
く
『
子
ど
も･

子
育
て
支
援

新
制
度
』
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
す
。

　

国
は
新
制
度
の
財
源
と
し
て
、
消
費
税
の
増
収
分
の
う

ち
７
，
０
０
０
億
円
程
度
の
財
源
を
確
保
し
（
グ
ラ
フ
２

参
照
）、
さ
ら
に
そ
の
他
の
財
源
を
含
め
、
合
計
１
兆
円
程

度
の
確
保
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

子ども・子育て支援が質・量ともに不足

※ 子育てに先進的な西欧諸国では、日本と比べて幼

児期の学校教育・保育や、出産・児童手当などの家族

関係社会支出が充実しています（グラフ１参照）。

子育てをめぐる現状
家族関係社会支出の対ＧＤＰ比の国際比較

（内閣府「平成 24 年版　子ども・子育て白書」より）
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【上 段】

保育・就学前
教育など

【下 段】

出産 ･児童手当
など

《グラフ１》

(％)

急速な

少子化の

進行

子育ての

孤立感と

負担感の

増加

Ｍ字カーブ

（出産や育児のた

め 30 歳代で低い

女性の労働力

率）

地域の実情

に応じた子ど

も・子育て支援

の提供対策が

不十分

放課後児

童クラブ

（学童クラブ）

の不足

子育て支援の

制度 ･財源の

縦割り

結婚・出産・

子育ての希望が

かなわない

現状

深刻な

保育所入所

待機児童

問題

　
子
ど
も･

子
育
て
に

　
公
的
支
援
の
拡
大

　

１
人
の
女
性
が
生
涯
に
産
む
子
ど
も
の
数
を
表
す
「
合
計

特
殊
出
生
率
」
が
大
き
く
低
下
し
た
平
成
２
年
の
1.57
シ
ョ
ッ

ク
か
ら
、国
は
、児
童
福
祉
法
の
改
正
や
少
子
化
対
策
基
本
法
、

児
童
手
当
法
を
制
定
し
、
保
育
所
の
増
設
や
子
ど
も
手
当
の

支
給
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
少
子
化
対
策
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
そ
の
後
も
合
計
特
殊
出
生
率
は
右
下
が
り
の

傾
向
に
あ
り
、
平
成
22
年
は
1.39
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
が
発
表
し
た
平
成

22
年
の
「
出
生
動
向
基
本
調
査
」
を
見
る
と
、
独
身
男
女

の
約
90
パ
ー
セ
ン
ト
は
結
婚
の
意
思
が
あ
り
、
理
想
と
す

る
子
ど
も
は
２
人
以
上
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
れ
で
も
な
お
少
子
化
が
進
む
要
因
に
は
、
経
済
的
な
理
由

や
子
育
て
環
境
に
対
す
る
不
安
な
ど
が
あ
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

近
年
、子
育
て
の
考
え
方
は
大
き
く
変
わ
っ
て
き
ま
し
た
。

　

昭
和
55
年
以
降
、
共
働
き
の
世
帯
数
は
年
々
増
加
し
、
平

成
９
年
に
は
、
専
業
主
婦
よ
り
も
仕
事
と
子
育
て
の
両
立
を

望
む
女
性
が
多
く
な
り
、
現
在
も
上
昇
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
生
活
意
識
の
変
化
か
ら
、
幼
稚
園
の
児
童
数

は
、
昭
和
53
年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
傾
向
に
転
じ
ま
し
た
。

　

一
方
、
０
歳
児
を
含
む
保
育
所
の
児
童
は
平
成
７
年
か

ら
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

特
に
、
東
京
都
や
札
幌
市
な
ど
の
都
市
部
で
は
、
保
育

所
に
入
れ
な
い
子
ど
も
の
数
「
保
育
所
入
所
待
機
児
童
数
」

は
、
深
刻
な
社
会
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

昨
年
８
月
、
国
は
「
社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
」
の

な
か
で
、
す
べ
て
の
子
ど
も
に
良
質
な
育
成
環
境
を
保
障

し
、
子
ど
も
と
子
育
て
を
応
援
す
る
社
会
の
実
現
に
向
け

た
支
援
制
度
の
創
設
を
目
指
し
、｢

子
ど
も
・
子
育
て
支
援

法
」
と
い
う
新
し
い
法
律
を
含
む
「
子
ど
も
・
子
育
て
関

※
１

３,000 億円
保育士などの
職員配置基準
の改善をはじ
めとする質の
向上のための
経費

３,000 億円
保育所、幼稚
園などの量を
拡大するため
の経費

 1,000 億円
各種子育て支
援事業の量を
拡大するため
の経費

100 億円
放課後児童
クラブの量
を拡大する
ための経費

消費税
増収分のうち ､
約 7,000 億円

程度の
使いみち

《グラフ２》

※２ 「認定こども園」は、幼稚園と保
育所の機能を合わせ持つ施設です。

※２
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さ
ら
に
、
今
年
度
に
は
、
子
育
て
総
合
支
援
施
設
と
し

て
２
か
所
目
と
な
る
、（
仮
称
）
鉄
南
地
区
子
育
て
総
合
支

援
セ
ン
タ
ー
を
開
設
す
る
予
定
で
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
幼
児
期
の
障
が
い
の
あ
る
子
ど
も
な
ど
を

対
象
と
し
た
「
こ
ど
も
通
園
セ
ン
タ
ー
」
事
業
や
、
乳
幼

児
紙
お
む
つ
用
ご
み
袋
の
全
戸
配
布
な
ど
、
先
駆
的
な
独

自
の
取
組
に
よ
り
、｢

保
育
事
業｣

と｢

子
育
て
支
援
事
業｣

の
双
方
か
ら
、
千
歳
の
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
地
盤
づ

く
り
を
進
め
て
い
ま
す
。

Ｑ
＆
Ａ 

よ
く
あ
る
質
問

　
地
域
の
ニ
ー
ズ
な
ど
に
合
わ
せ
た

　
計
画
づ
く
り

　

新
制
度
の
ス
タ
ー
ト
に
向
け
て
、子
ど
も
の
た
め
の
教
育
・

保
育
給
付
や
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
の
具
体
的
な

仕
組
み
、
利
用
者
に
代
わ
り
幼
稚
園
や
保
育
所
な
ど
の
施
設

に
支
払
わ
れ
る
費
用
の
内
容（
保
護
者
の
利
用
料
金
を
含
む
）

な
ど
が
取
り
決
め
ら
れ
ま
す
。

　

新
制
度
を
運
用
す
る
市
町
村
は
、
５
年
を
ひ
と
つ
の
期

間
と
し
て
、「
ど
の
程
度
の
施
設
や
サ
ー
ビ
ス
が
地
域
で
必

要
と
さ
れ
て
い
る
か
（
ニ
ー
ズ
）」
を
調
査
し
、
そ
の
ま
ち

個
別
の
「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
」
を
つ
く
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
市
の
こ
れ
ま
で
の

　
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
取
組

　

こ
れ
ま
で
市
は
、「
千
歳
市
子
育
て
支
援
計
画
」
に
よ
り
、

保
育
所
の
整
備
な
ど
の
ほ
か
、
農
村
地
区
の
認
可
外
保
育

所
や
、
お
も
に
赤
ち
ゃ
ん
を
対
象
と
す
る｢

家
庭
保
育
室｣

の
運
営
支
援
な
ど
、
細
や
か
な
保
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し

て
き
ま
し
た
。

　

平
成
20
年
４
月
に
オ
ー
プ
ン
し
た
、
子
育
て
総
合
支
援

セ
ン
タ
ー
「
ち
と
せ
っ
こ
セ
ン
タ
ー
」
で
は
、
子
育
て
相

談
や
「
あ
そ
び
の
広
場
」
な
ど
、
た
く
さ
ん
の
子
育
て
支

援
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

年
間
の
利
用
者
総
数
は
約
３
４
，
０
０
０
人
、
１
日
当

た
り
約
１
１
０
人
が
利
用
し
て
い
ま
す
。

※
３

※
４

 ※３　子どものための教育・保育給付

 【施設型給付】 

 幼稚園、保育所、認定こども園を通じた

 共通の給付

 【地域型保育給付】

 小規模保育、家庭的保育、事業所内保育など

 のための給付

 ※４　地域子ども・子育て支援事業

 ○ 利用者支援（相談業務）
 ○ 延長保育事業
 ○ 放課後児童クラブ（学童クラブ）
 ○ 乳児家庭全戸訪問事業
 ○ 地域子育て支援拠点事業
 ○ 一時預かり
 ○ 妊婦健診など　　　［ 全 13 事業 ］

●新制度に基づく幼稚園や保育所などは、市から個々の保育の
　必要性に応じた ｢認定証 ｣の交付を受けることで利用できま
　す ｡新制度に基づく施設であれば、どの施設を
　利用しても、個々の認定内容に応じて、利用者
　負担を超える部分は、「施設型給付費」という費
　用が施設に対して支払われます。

●幼稚園や保育所とは異なる、
　おもに３歳未満児を対象とする
　小規模な保育施設を利用すると
　きでも、その施設が一定の基準
　を満たしているとき、利用者の認定内容に応じて、事業者
　には、「地域型保育給付費」という費用が支払われます。

●新制度に基づく幼稚園や保育所の利用について、保護者
　が負担する保育料などの「利用料金」は ､ 現行の水準や
　利用者の負担能力に応じて設定されることになります。
　ただし、一部の幼稚園などでは、園児服などの必要経
　費を上乗せして支払う必要があります。

●新制度において、既存施設か
　ら「認定こども園」への移行
　は、運営法人の判断に委ねら
　れますが、国は手続の簡素
　化や財政支援の充実・強化な
　どにより、普及を進めること
　としています。

問１　新制度でどのように変わりますか？
答１　制度の利用に際し「認定証」が交付されます。

問２　利用料金はどうなりますか？
答２　所得に応じた負担が基本になります。

問３　いまの幼稚園や保育所は変わりますか？
答３　一定の基準を満たすことで「認定こども園」
　　　に移行することが可能になります。

ご覧ください！「ちとせ子育てネット」
http://www.city.chitose.hokkaido.jp/kosodatenet/index.html

 お問い合わせ
 保健福祉部　子育て支援室
 子育て推進課　子育て計画係
 (24) ０３４１

　
子
ど
も
が
よ
り
い
っ
そ
う

　
輝
き
を
増
す
た
め
に

　

新
制
度
の
基
本
は
、
子
ど
も
や
子
育
て
家
庭
の
状
況
に
応

じ
て
地
域
の
独
自
性
を
生
か
し
、
質
の
高
い
幼
児
期
の
学
校

教
育
・
保
育
の
提
供
、
保
育
の
量
的
拡
大
と
確
保
、
そ
し
て

地
域
の
子
ど
も
子
育
て
支
援
事
業
の
充
実
を
図
る
こ
と
で
す
。

　

市
は
、
こ
れ
ま
で
築
い
て
き
た
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の

地
盤
を
維
持
す
る
と
と
も
に
、「
道
内
で
一
番
若
い
ま
ち
」
と

い
う
市
の
特
性
を
十
分
に
生
か
す
た
め
の
、
子
ど
も
・
子
育

て
支
援
を
よ
り
い
っ
そ
う
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

今
年
度
か
ら
新
制
度
の
ス
タ
ー
ト
に
向
け
て
、
子
ど
も

の
保
護
者
を
は
じ
め
と
す
る
関
係
者
の
意
見
を
聴
く
た
め
、

「
千
歳
市
子
ど
も･

子
育
て
会
議
」
を
設
置
し
、
市
民
に
対

す
る
ニ
ー
ズ
調
査
な
ど
を
行
い
な
が
ら
、
子
ど
も
・
子
育

て
支
援
事
業
計
画
の
策
定
に
向
け
た
取
組
を
進
め
ま
す
。

　

新
制
度
を
、子
ど
も
と
い
う
新
芽
や
若
葉
に
そ
そ
ぐ
「
水
」

に
た
と
え
る
と
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画
は
、

千
歳
な
ら
で
は
の
「
良
質
な
水
」
を
も
っ
て
「
豊
か
な
地
盤
」

を
さ
ら
に
生
き
生
き
と
さ
せ
る
た
め
の
も
の
で
す
。

　

新
芽
や
若
葉
が
よ
り
い
っ
そ
う
輝
き
を
増
す
た
め
の
方

法
を
、
市
民
の
皆
さ
ん
と
考
え
て
い
き
ま
す
。

( 注 ) 独自の学校教育を展開するため ､ 一部の幼稚園では、新制度の適用を
( 注 ) 受けないことがあります。

　

　
　　

新制度スタートまでの流れ

平成 25 年度

平成 24 年度

子ども・子育て関連３法の制定

【国の取組】
　   子ども・子育て会議の設置
　   具体的制度内容の検討

【市の取組】
　　　千歳市子ども・子育て
　　　会議の設置
　　　ニーズ調査の実施

平成 26 年度 ( 予定 )
【国の取組】

施設に支払う費用などの検討
利用料金の基準額などの検討

【市の取組】
　　　子ども・子育て支援
　　　事業計画の策定
　　　認定証の交付など

平成 27 年度
　本格スタート ( 予定 )

 
市の計画や教育・保育について考える

「千歳市子ども・子育て会議」の
公募委員を募集します

　市は、教育・保育のための施設の利用定員の設定、

子ども ･子育て支援に関する施策の推進、新制度の

事業計画の策定や変更などについて関係者の意見を

聴くため、「千歳市子ども・子育て会議」を設置し、

委員に子育てをしている保護者の方を募集します。

　委員は、年３～５回程度の会議 ( １回の会議は、

２、３時間程度 )に出席し、幼稚園・保育所関係者、

子育て支援事業の関係者など ､ 他の委員と議論を

重ね、意見を述べていただきます。

◇◇◇◇◇　募集要領　◇◇◇◇◇

対　　象　新制度に関心のある市内に住む満 20 歳

　　　　　以上満 70 歳未満の方で、平日の日中、

　　　　　会議に出席できる方

人　　数　小学校就学前の子どもの保護者　２人

　　　　　小学生の保護者　　　　　　　　1人

任　　期　平成 25 年６月頃から３年間

応募方法　市指定の応募用紙に必要事項を記入し､ 800

　　　　　字程度の作文を添えて、持参か郵送で申し

　　　　　込み(応募用紙は子育て推進課にあります)

※作文は、「就学前の教育・保育」または「千歳の子育

て支援について思うこと」をテーマにしてください。

報酬など　1回の出席につき5,700円（日当500円）

応募期限　５月 31 日 ( 金 )　郵送のときは当日消印有効

※書類選考のほか、面接を予定しています。

--------- 応募先・詳細 ---------

　　　〒 066-8686　千歳市東雲町２丁目 34

　　 　　千歳市　保健福祉部　子育て支援室

　　 　　子育て推進課　子育て計画係
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子育て総合支援センター
「ちとせっこセンター」


